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現代のマーケティング論を問う
はじめに
最近刊行されたマーケティングのいくつかの書籍
で，マーケティングについての説明を見てみよう。ま
ず，黒岩健一郎／水越康介は，「顧客のニーズを常に
考えるというマーケティングの考え方をマーケティン
グ理念といい…」，「マーケティングの将来を考えるう
えで重要なトレンドは経済のサービス化である。…
（サービス・ドミナント・ロジックが支配的になれ
ば），顧客が持つスキルや知識を積極的に取り込むこ
とで企業側の能力の限界を超えた新しい価値を生むこ
とができる。顧客との価値共創の仕組みが今後のマー
ケティング戦略のカギになるかもしれない」とあ
る1）。しかし，マーケティング概念についてはあまり
述べられていない。
恩蔵直人は，「かつてのマーケティングと今日のそ
れとでは，学問の名称は同じでも実態には著しく違
う。かつてのマーケティングはプロペラ機であり，今
日のマーケティングは最先端のジェット機である。推
進力を用いて空を飛ぶ点では同じだが，性能やスケー
ルで比較できないくらいの違いがある。あるいは白黒
テレビから高画質の４Ｋテレビに変わったのと同じく
らい，この数十年でマーケティングは大きな進化を遂
げている」というが2），全体を読み通しても性能やス
ケールがどう発展したのか，そして現代のマーケティ
ングとは何かを理解することができない。また阿部 
誠は，『大学４年間のマーケティングが10時間で学べ
る』のなかで，マーケティングは顧客立場に立って考
えること，つまり「マーケティング」は「愛」なので
す，と言う3）。かつても著名教授がマーケティングに
関して「愛」とか「ときめき」とか「感動」という表
現があったが，こうした文学的表現は，学問としての
マーケティングの自己否定ではないか。安富 歩に
至っては，マーケティングを調査や分析と考えること
はそもそも誤りである。マーケティングは己を知るこ
とであると断じており，まるで禅問答である4）。
これに対し石井淳蔵は，「マーケティング研究にお
いても，自然科学由来の科学観に根ざした思考の大河
と，「社会の理論としての世界観」をもったもうひと
つの流れが生まれ育っている。…マーケティングにお
いてその審級は，自己言及を隠蔽する機制，自己言及
のパラドックスを脱パラドックス化する機制の中で出
現する。…この機制を知ることで，マーケティングの
地平は大きく広がる」と難解な議論を展開する5）。
これらに共通していることは，マーケティングとは
何か，マーケティング論は何を学ぶ学問なのかという
説明が欠落していることである。マーケティング論
は，何を論じ，どのような学問体系なのか，またかつ
てと比べて性能やスケールがどのように飛躍し，理論
体系は変化しているのかが示されていない。その大き＊専修大学名誉教授
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な理由のひとつは，マーケティング論が新たなアイ
ディアの創出とか理論的発展よりも，統計手法や計量
モデルを用いた実証研究が多くみられ，それもテーマ
が分散化の傾向が顕著になっていて，マーケティング
全体の把握が難しくなっていることにあると思われ
る。それではマーケティング論の現状はどうなってい
るのか。そして今後どうなるのであろうか。
そこで本論文では，まず，マーケティングの先進国
であるアメリカにおけるマーケティング論の史的展開
を，ウイルキー（W .  L .  Wilkie）／ムーア（E .  S . 
Moore）とクマル（V. Kumar）２つの文献レビュを
中心に紹介し，最近に至るマーケティング論の流れを
つかみたい。そしてクマルの論文発表以降，現在まで
のマーケティング論の最新状況を，学術雑誌の中核で
あるＪＲ（Journal of Marketing）に掲載された論文
のなかで重要と思われるいくつかの論文を取り上げ検
討を行う。そこでアメリカを中心に，マーケティング
論の現状はどうなっているのかを把握したい。これら
を踏まえて，現代のマーケティング論の課題を明らか
にし，今後の研究方向を探ることにする。
Ⅰ ウイルキーとムーア（Wilkie & Moore）によ
る史的分析
ここでまず取り上げるウイルキー（W. L. Wilkie）
とムーア（E. S. Moore）は，マーケティング論（mar-
keting theory）の発展段階を，マーケティング論成立
以前と成立以降を４段階，合計５つに時代区分してい
る。区分した根拠は必ずしも明確とは言えないが，
マーケティングを取りまく社会的・経済的出来事の影
響をうけてどのような研究が必要とされたのか，また
時代ごとの中心的なマーケティング研究者の志向や選
好などを判断基準としている。それでは，それぞれの
時代の特徴を順にみていくことにしよう。
（1）各時代の変化と特徴6）
マーケティング以前の時代（1900年以前）は，スミ
ス（A. Smith）からマーシャル（A. Marshal）に至る
経済学の揺籃期であり，市場の概念，限界分析，価
値，生産，人的資源，競争，政府の役割などが幅広く
議論された。1880年から1900年までの時期にアメリカ
で産業革命が起こり，様々な産業が勃興した。次第に
大企業が出現し，自由放任と政府規制の問題が社会
表1　ウイルキーとムーアによるマーケティング論の発展
時代区分 特　　徴
1900年以前 マーケティング以前 ・研究分野が未確立。マーケティングの課題は経済学の一部。
1900-1920 Ⅰ　マーケティング論の創成期
・「マーケティング」コースが設けられる。
・経済制度としてのマーケティング活動の境界を確定することに力点。
・流通としてのマーケティングに焦点
1920-1950 Ⅱ　マーケティング論の形成期
・一般に受け入れられる基礎や「マーケティングの原理」が発展。
・知識発展のインフラが確立。専門的組織（ＡＭＡ），カンファラン
ス，専門雑誌（Journal of Retailing/ Jornal of Marketing）
1950-1980
Ⅲ　パラダイム・シフト - マーケ
ティング，マネジメント，科学
・アメリカ大衆消費市場とマーケティング思考本体の急成長。
・マーケティング主流を支配する２つの見解の登場。（1）マネジリア
ルな視点（2）以後の知識発展のカギとしての行動科学や計量的分
析。
・知識インフラが大きく拡大し進化する。
1980- 現在（2003）
Ⅳ　シフトの加速化 - 主流は個別
分野研究
・ビジネスの世界で新しい挑戦が起こる。短期的財務に焦点，ダウン
サイジング，グローバル化，再構築。
・支配的見解が科学哲学の議論で疑問視される。
・研究者は「出版せよ，さもなくば滅ぶ」（Publish-or-Perish）。
・知識インフラが広がり専門的な関心領域を広げ，多様化する。
出所）Wilkie & Moore［2003］p. 117，表1から作成。
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的・経済的問題になり，1890年には反トラスト法の
シャーマン法が制定されている。しかし，政府は事業
の促進者であり規制者でもあることから，競争上のバ
ランスを勘案して経済政策を実施していたと思われ
る。この時代マーケティングは，経済学の一分野とい
うより，その内部から生まれてきたと言える。
新古典派経済学を代表するマーシャルは，経済学者
が取り組む主要な問題として，「富の消費と生産，分
配と交換，産業と商業の組織，貨幣市場，卸売業と小
売業，および雇主と被傭者の関係に影響する原因…」
と述べ，商業を明確に経済学の守備範囲に取り込んで
いる7）。たとえば，1920年代は経営形態としてチェー
ンストアが大いに発達した時代で「チェーンストア時
代」と言われるが8），これに関して，「大資本の小売
企業は，大規模な店舗を単独店よりも，仕入れ，在
庫，時には生産も中央で集中管理のもとに小規模な多
数の店舗をもつようになっている」と述べ，小売経営
の問題にも言及している9）。
時代区分Ⅰ（1900-1920年）は，「マーケティング論
の創成期」であり，経済学の主要な関心は生産活動に
あり，ユーザーや消費者に至る流通段階でのサービス
や品ぞろえに関心はなかった。その後，海外からの移
民が増加，都市部への人口集中が始まり，生産や技術
の進歩が進み，輸送体系や保管技術が改善され，市場
状況は劇的に変化，流通活動が次第に興味をもたれる
ようになった。マーケティングは独自の学問分野を次
第に形成し，ミシガン大学やペンシルバニア大学など
でマーケティング・コースが設けられた。このころ，
マーケティングの研究方法として，商品別・制度的・
機能的アプローチが登場し，その後の理論的発展に貢
献することになった。
マーケティング論の始祖あるいは確立者と言われる
ショー（A. W. Shaw）は10），マーケティングと社会に
ついて，「流通システムは社会の欲求を満足させるた
めに構築されてきた…こうした活動は市民社会の発展
に寄与する。中間商人は社会的に欠くことができな
い」と述べている11）。
時代区分Ⅱ（1920-1950）は，「マーケティング論の
形成期」で，アメリカのウォール街にあるニューヨー
ク株式取引所で1929年10月24日（後に「暗黒の木曜
日」といわれる）に株式の大暴落に端を発する世界大
恐慌，第２次世界大戦で世界中が荒廃，そして戦後に
至る時期である。この時期，自動車や家電など多くの
産業で技術革新がみられ，たとえば，アイロン，洗濯
機，冷蔵庫，掃除機などの家電製品が急速に市民の家
庭生活の中に普及するようになった。また，パック詰
めグロッサリー商品が登場し，スーパーマーケットも
成長期を迎えた。こうした消費ブームの中で，1920・
30年代には情報提供型の消費者運動が起こったが，そ
れは消費者の立場で商品テストを行い，商品に対する
情報を提供し，消費者が市場でより良いものを選択す
る行動を支援する役割を果たした12）。
この時代特記すべきは第１に，マーケティング研究
のインフラ整備がなされたことである。まず，1925
年，マーケティング分野における最初の専門誌である
Journal of  Retailing（ＪＲ）が創刊，1930年には
American Marketing Association（ＡＭＡ）の前身で
ある American Marketing Society が創設，そして
1934年，Journal of Marketing の前身 American Market-
ing Journal が創刊された。さらに1935年，National 
Marketing Review が刊行され，1936年にはＡＭＡに組
織替え，1937年，Journal of Marketing（ＪＭ）に刷新
された。
第２は，マーケティングの基礎が確立され，一般に
認められる概念が統合されマーケティング原理の著作
が発表されている。代表的なものとして，次のような
名著が刊行されたことである。
・Clark, F. F.［1922］Principles of Marketing.
・Converse, P. D.［1924］Marketing Method and 
Principles.
・Cox, R. and W. Alderson ed.［1950］Theory in 
Marketing.
このなかで初めのクラーク（F. F. Clark）の1962年
版をみると，マーケティングが現代経済社会で重要性
を増していること，研究方法として商品別・制度的・
機能的アプローチがあり，収集・中継ぎ・分散のマー
ケティング・プロセスがどのように遂行されるのかを
分析するには機能別アプローチが適していることな
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ど，現代に承継される主要な概念や見解を提示してい
る13）。
第３に，マーケティングと社会に関しては，ブレイ
ヤー（R. F. Breyer）の「マーケティングは利益を獲
得する手段ではない。社会的目的達成のための経済活
動であり，絶えざる改善をしなければならない」14）
という言説が紹介され，マーケティングのテキストに
も，マーケティングと公共政策（自由と規制）や消費
者保護などの問題が取り上げられた。ＪＭでは，公正
取引法やロビンソンパットマン法が制定されたことを
背景に，競争の確保と競争者の保護に関する論文が増
え，ＪＲでもマーケティングと社会を扱った論文が散
見される。
（2）マネジリアル・マーケティングと科学化15）
時代区分Ⅲ（1950-80）は，企業活動としてもマー
ケティング，すなわちマネジリアル・マーケティング
にパラダイム・シフトし，学問としてのマーケティン
グの科学化が図られた。これらを踏まえて，この時代
の特徴は次の３点に要約される。
第１に，マネジリアルな視点へ転換した。マーケ
ティングをマクロ的に捉えるのではなく，企業活動と
して視点が確立し，次のような著作が刊行された。
・Alderson, W. ［1957］ Marketing Behavior and Exec-
utive Actin.
・Howard, J. ［1957］ Marketing Management: Analysis 
and Planning.
・McCarthy , E. J. ［1960］ Basic Marketing: A Mana-
gerial Approach.
・Kotler, P.［1967］ Marketing Management: Analysis, 
Planning, and Control.
このなかでオルダーソン（W. Alderson）は，組織
的行動システム（ＯＢＳ, Organized Behavior Sys-
tem）の概念に基づきマーケティング活動を分析，
マーケティング管理論の体系化を目指した。ジョーン
ズら（Jones et. al）は，オルダーソンが現代マーケ
ティングの時代の始まりだと述べている16）。
第２に，計量的，行動科学的分析が出現するように
なった。ビジネススクールではマーケティングにマネ
ジメント・サイエンス（数学と統計学）を導入，研究
手段としてのコンピュータの利用が始まった。また消
費者研究の進展により，消費者行動論が大衆消費市場
の洞察，価格設定，広告政策，小売りなどの意思決定
に新たな視点を提供するようになった。
第３に，前期に引き続いてマーケティングにおける
知識インフラが大きく拡大し進化した。1961年，理論
と実践の橋渡しをするための企業会員組織のＭＳＩ
（Marketing Science Institute）など，いくつかのマー
ケティング・シンクタンクが設立された。また，ＰＩ
ＭＳ（Profit Impact of Marketing Strategies）分析が
登場して大きな影響を及ぼし，計量的アプローチを特
色とする次のような書籍が上梓された。
・Buzzell, R. D. ［1964］ Mathematical Model and Mar-
keting Management.
・Kotler, P. ［1971］ Marketing Decision Making : A 
Model Building Approach.
さらに，マーケティング・リサーチ研究が支配的に
なると，1960年の Journal of Advertising Research（Ｊ
ＡＲ）は，初のリサーチ・ジャーナルとして刊行さ
れ，1964年には Journal of Marketing Research （ＪＭ
Ｒ）が出版された。そしてＪＭやＪＡＲに消費者行動
の論文が増加すると，1974年，Journal of Consumer 
Research（ＪＣＲ）が発刊されるなど，専門誌が次々
に登場した。
この時代のマーケティングと社会に関しては，前時
代の方向性が受け継がれた。ヴェールら（Vaile et al.）
［1952］は，マーケティングはアメリカ経済システム
の本質的部分であることをテーマに研究成果を発表し
ている17）。1962年にケネディの消費者の４つの権利が
提唱され，1967年，Journal of Consumer Affairs（ＪＣ
Ａ）が創刊，1971年にはＪＭの７月号で，マーケティ
ングの社会的・環境的役割の特集号が組まれた。マー
ケティング以外の分野でも，「どんなスピードでも自
動車は危険である」と自動車産業を告発したネーダー
（R. Nader），制度的経済学者のガルブレイス（J. K. 
Galbraith）の「依存効果」（dependent effect）の概念
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などが社会で大きく取り上げられた。
時代区分Ⅲの後半になると，マーケティング・シス
テムの成果に焦点が当てられ，マクロ・マーケティン
グなどのサブ分野が形成された。また，コトラー（P. 
Kotler）とレビー（S. J. Levy）によってマーケティン
グ概念の拡大がなされ，そこで提案された場所・アイ
ディア・愛顧のマーケティングは，その後の社会的
マーケティングのひとつの新しい流れを作った18）。な
お，コトラーらの拡大概念に対してラック（D .  J 
Luck）は，「彼らは新しいマーケティングの定義を
行っていない。…マーケティングは，活動プロセスの
最終的結果が市場取引になることで，経営的でわかり
やすく論理的な定義ができる。…郵政省とユナイテッ
ド航空を比べれば，後者の方が社会に対してより効率
的で広範なサービスを提供している…。大半の社会福
祉は，非営利機関ではなく私的企業システムやマーケ
ティング活動によって生み出されている」と痛烈に批
判している19）。
1970年代に入ると，ＦＴＣ（連邦取引委員会）によ
るマーケティング・システムに対する規制が強化され
たことなどを背景に，消費者保護の問題がマーケティ
ング誌やカンファランスの主要なテーマになり，マー
ケティングと公共政策の論文が大幅に増加した。
（3）変化の加速化と研究の専門化・分散化20）
時代区分Ⅳ（1980年～）を特色づけるのは，統制経
済の崩壊，グローバリゼーションの進展，インター
ネットの普及など背景に変化が加速化し，ビジネスの
世界でも新しい挑戦に迫られるようになった。企業経
営では，短期的財務に焦点が当てられ，ダウンサイジ
ング，グローバル化，事業の再構築などが行われた。
M ＆ A が盛んになり短期的財務に焦点が集まったこ
とで，企業内でマーケティングの位置が後退した。
そこで，マーケティング意思決定の効果を高める研
究が要請され，行動科学と経営科学の統合がなされた
りして，知識インフラが広がり専門的な関心領域を広
げ多様化する。その結果として，研究の専門化・分散
化が進み個別分野の研究は主流となった。たとえば消
費者研究では，マーケティングの用語が出てこない
し，マーケティングに言及しなくなった。ＪＣＲの20
年間，900本の論文タイトルで，タイトルにマーケ
ティングを使ったものは僅か3本に過ぎない。研究の
分散化を示すもうひとつの根拠として，1980年代には
新しい専門誌が次々に発刊されたことがあげられる。
◇1980年代に創刊された専門誌
Journal of Personal Selling & Sales Management
（1980）,  Journal of Macromarketing（1981）, Jour-
nal of Public Policy & Marketing （1982）,  Market-
ing Science（1982）, Journal of Consumer Marketing 
（1983）, Psychology and Marketing （1984）, Journal 
of Product Innovation and Management （1984）, In-
ternational Journal of Research in Marketing 
（1984）, Journal of Interactive Marketing （1987）, 
Marketing Letters （1989）.
一方で，のグローバル化を反映して，マーケティン
グの国際化を扱った論文が増え，ＪＭではその論文数
比率は1986-1987年の22％から2001-2002年の53％に上
昇している。もちろんインターネットの普及も研究の
国際化に寄与していると考えられる。
（4）ウイルキーとムーアに対するコメント
ウイルキーとムーアは，マーケティング論は経済学
の一分野として登場し，マーケティング戦略がメイン
ストリームになり，そして研究テーマの専門化・分散
化に至った変遷を明確に分析している。いくつか彼ら
の史的分析に対してコメントしよう。
1　経済学とマクロ・マーケティング
マーケティング論は，経済学から登場した。その背
景は，ウイルキーとムーアは次のように説明してい
る。伝統的な経済理論は生産（土地，労働，資本）に
焦点があり，ビジネスシステムや市場の役割が大きく
なっているのに市場流通に関心がむけられなかった。
しかし世紀の変わり目頃から，前述したように，市場
状況は劇的に変化するようになった。そこで流通を通
して提供されるサービスの研究が次第に確立されたの
である。「マーケティングは，現代資本主義の重要な
問題として登場…焦点はマクロ・マーケティングに
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あった」21）。
重要性が増したにもかかわらず，経済学が扱わな
かった経済活動に焦点を当てた研究としてマーケティ
ングが登場し，この時代のマーケティング研究，マク
ロ・マーケティングというが，ウイルキーとムーアの
論文では，具体的な研究成果はほとんど示されていな
い。
そこでこの時代の代表的な著作であるショー（A. 
W. Shaw）［1912］の論文を紐解いてみると，そこで
は需要曲線を用いて市場価格以下の価格設定，均衡価
格での販売，市場価格を上回る価格で販売する３つの
ケースに分けて分析し，第３の市場価格プラスの価格
政策が現代流通では最も特徴的だとする。そこでは製
品差別化しブランドを設定して，需要を刺激しなけれ
ばならないと説明している22）。
その後マクロ・マーケティングなどの分野では，レ
ブザン（D . A . Revzan）［1961］の Wholesaling in 
marketing Organization やコックス（R. Cox）［1965］
の Distribution in a High-Level Economy などの優れ
た成果が生まれているが，これらの系譜や行く末につ
いての分析は行われていない。
2　マネジリアル・マーケティングと現代企業論
経済学の中で扱われていたマーケティング論は，時
代区分Ⅲに入ると企業活動のマーケティングへ，マク
ロ・マーケティングからミクロ・マーケティングに移
行したが，そうしたマーケティング管理論の体系化に
貢献した研究者としてコックス（R. Cox）とオルダー
ソン（W. Alderson）を挙げている。彼らによると，
経済理論ではマーケティング領域の諸問題，たとえば
差別価格，マーケティングの空間的・時間的側面，お
よび企業など経済主体の意思決定的側面を取り扱うこ
とが難しいとし，マーケティング管理論の体系化を試
みるのである23）。しかし堀田慶應義塾大学名誉教授
は，オルダーソンらの試みはあまり成功していないと
批判している24）。
それよりもマネジリアル・マーケティングは現代企
業論という視点が，ウイルキーとムーアの史的分析に
は欠けている。たとえば，マーケティング戦略論は間
違いなくひとつの現代企業論であったし，産業組織論
のベイン（J. S. Bain）の枠組みや（市場構造 - 企業行
動 - 市場成果）やその影響を受けたグレーサー（E. T. 
Grether）らの議論はこうした側面をもつ。これらを
踏まえて日本の田村正紀は，現代企業論として，
『マーケティング行動体系論』［1971］を著している。
彼らには，全体的にこうした現代企業論としての認識
が希薄であったと言える。
3　研究の専門化と分散化
現在は，変化の加速化と研究の専門化・分散化の時
代になっていることは，彼我の研究成果を見ても十分
理解することができる。たとえば，日本商業学会の学
会誌『流通研究』に掲載された2010-17年の論文81本
のうち，タイトルにマーケティングが使われているの
は僅か7本しかない。日本でも確実にマーケティング
研究の専門化・分散化は進んでいると思われる。
こうした傾向に対してウイルキーとムーアは，「進
展するグローバル化による挑戦と機会，インターネッ
ト現象の拡大など新しい技術革新，変化する消費者と
市民を考慮して，マーケティング研究は確実に進化す
るであろう」と，やや楽観的な展望を述べている。こ
のことに関してはまた後で検討することにする。
Ⅱ　クマル（Kumar）による史的分析
表2はクマル（V. Kumar）が，ケリン（R. A. Kerin）
が1996年にＪＭに発表した論文「理想の追求─ＪＭの
編集方針にみる歴史」（In Pursuit of an Ideal: The Ed-
itorial and Literary History of the Journal of Market-
ing）に，1996年以降を加えたものである25）。ケリン
の論文は，ＪＭの前身である American Marketing 
Journal とＪＭの歴代編集方針を追跡し，1936年から
95年までを10年ごとに５つに区分して分折したもので
あるが，ただし，1954年までは編集方針はなかっ
た26）。
（1）アメリカのマーケティング論には長い伝統─ク
マルに対するコメント
クマルの史的分析はウイルキー（W. L. Wilkie）と
ムーア（E. S. Moore）のと比べてどのような特徴を
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もつのであろうか。
第１に，先験的に時代を年数で区分しそれぞれの特
色を明らかにしている点では同じである。すなわち，
両方とも社会的・経済的状況と研究成果を吟味して時
期を峻別したわけではなく，どちらかと言うと機械的
に時代区分をしてそれぞれの特徴を炙りだしている。
しかし，クマルはウイルキーとムーアより，ＪＭ，そ
れも編集方針に主に焦点を当てているという意味で調
査対象が限定的である。
一方，クマルはケリンの成果を踏まえたとはいえ，
区分数は９と多く，コンテンツも主要なテーマ，支配
的な見解，テーマの誘因と言う切り口から詳細な説明
を試みている。
これらから言えることは先進国のなかで歴史の最も
浅いアメリカだが，マーケティング論には長い歴史と
伝統がある。マーケティングは応用経済学から始ま
り，経営活動としての学問の確立のために，実証研究
や計量的分析が活発になり，実証技法はさらに高度化
している。最近の関心は，マーケティングの効果と効
率，ニューメディアの影響などである。こうした史的
表2　マーケティング論と実践の史的展開
時期 主要なテーマ 支配的な見解 テーマの誘因
1936-1945
マーケティング原理の概
念の明確化
応用経済学としてのマー
ケティング
・ケーススタディによるマーケティング原理の理解
・政府立法と取引規制を理解する必要性（1936年のロビンソ
ン・パットマン法）
・マーケティング研究のトピックスとマーケティング実践へ
の含意（製品差別化，広告の経済的効果）
1946-1955
マーケティング機能とシ
ステム生産性の改善
経営活動としてのマーケ
ティング
・理論と科学に対するマーケティング機能とシステム生産性
の説明責任
・学問としての成長に焦点
・マーケティング機能の識別と定義
1956-1965
マーケティングミックス
効果の推定
計量科学としてのマーケ
ティング
・マーケティング理論の発展に焦点
・分析的研究に移行
・統計的質のコントロールに関心
1966-1975
買い手と組織上のプロセ
スの解明
行動科学としてのマーケ
ティング
・学問確立のための明確なアジェンダ確立の必要
・今後の研究を明らかにする論文
・ＪＭがマーケティングの実践に注目
1976-1985
市場／マーケティング戦
略の構築
意思決定科学としての
マーケティング
・編集方針が学問的専門雑誌に再転換
・理論発展と市場構造の理解を強調
・マーケティングにおける計量的技法利用の展望
1986-1995
市場／マーケティング・
コンティンジェンシーの
識別
統合科学としてのマーケ
ティング
・高度な実証技法の利用
・マーケティング現象の概念枠組みの出現（持続的競争優位
の源泉／ビジネス戦略の実行／競争的ビジネス戦略のモデ
ル構築）
・学際的知識の利用
1996-2004
顧客利益率（顧客生涯価
値）の研究と資源配分努
力
希少資源としてのマーケ
ティング
・データベース技術の発展
・個々の顧客データを把握する能力
・個々のレベルで行われる分析
2005-2012
マーケティングの説明責
任と顧客中心
投資としてのマーケティ
ング
・技術的進歩
・マーケティング主導に役立つ顧客深層インサイト
・顧客レベルに向けたマーケティング投資活動
2013- 現在
核心としてのマーケティ
ングとニューメディアの
影響
組織統合部門としての
マーケティング
・メディア利用パターンの変化
・マーケティングの効率と効果に焦点
・企業の利害関係者によって生み出される企業価値
出所）Kumar ［2015］表１（p. 4）による。
注）Kumar が，Kerin ［1996］表４（p. 4）に1996年以降を加えたもの。
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展開の流れはどちらの分析でも共通している。
第２に，2013年からこの論文を執筆した2015年まで
は，クマルによれば，マーケティングが企業活動の舵
を取った時代として特色づける。それ故マーケティン
グ研究は，マーケティング機能の統合ばかりでなく，
他のビジネス機能とインターフェイスを考慮に入れた
統合的アプローチをとらなければならないと考える。
彼らによると，こうした統合的アプローチが必要に
なった理由はこうである27）。
まず，情報通信技術（ＩＣＴ）が高度化し，ソー
シャル・メディアが普及するにつれて顧客のメディア
選好が変化し，伝統的メディアより双方向メディアを
用いて多く時間を費やす顧客が増加したことである。
企業はソーシャル・メディアから顧客行動，顧客選
好，製品浸透，ブランド政策につき多くの情報や洞察
を得る機会が非常に大きくなっている。次いで，マー
ケティングの投資が，どのように損益にかかわるのか
を明確にする要請が強くなり，マーケティング活動の
効率と効果を証明することが重要になっている。その
理由は，リーマンショック以降，企業活動において明
確な効果が見られない投資を行うことが難しい経営環
境になり，その結果，事業の再構築や経営体制の見直
しをする企業が増え，ＲＯＩ（投資収益率）に対する
関心が高くなったからである。マーケティング活動費
用が利益をどれだけ生み出したかという「マーケティ
ングＲＯＩ」という概念も使われるようになってい
る28）。
さらに，こうしたソーシャル・メディアの浸透や
マーケティング効率への要請の高まりなどから，利益
を維持拡大するためには顧客に対する取り組み（en-
gagement）が重要な意味を持つ。すなわち，ネット
により情報発信や顧客からのフィードバック，あるい
はネット口コミを効果的に利用して顧客行動だけでな
く，顧客の態度を識別し，理解し，管理しなければな
らない。これら３者が統合的アプローチの引き金に
なった関係を著したのが図１である。
しかしこの統合的アプローチは，経営の意思決定の
問題なのか，それとも研究方法なのかということが素
朴な疑問として浮かび上がる。クマルは，統合的アプ
ローチは新しいパラダイムで学問の発展の大きな役割
を果たすと言うが，結論としてこれからはニューメ
ディアの影響が大きくなるくらいしか述べられていな
い29）。どうしたらマーケティングの新しい地平が広が
るのかを説明すべきである。そうでなければ統合的ア
プローチは，研究の専門化と分散化，あるいは実証研
究や計量的分析とある意味で相反する蓋然性が高くな
る。
（2）理論的発展の必要性
第３にクマルは，近年等閑視されている理論的研究
の必要性を説いている。「実証研究と並んで，概念的
な論文がマーケティング論における新しい知識を生み
だしている。しかし，最近の論文例から見るように実
務家の論文が多く，理論的論文に対する関心はかなり
希薄化しており，新しい概念的議論やマーケティング
論が必要とされている。実証的研究とともに概念的研
究は，新たな知識を生みだしてきた。しかし最近，理
論的研究はかなり少なくなってきた。その結果，内部
からも概念的研究と学問としての要求が出てき
た」30）。それでは，そこで取り上げられている論文を
いくつか見てみよう。
まずマキニス（D. J . MacInnis）は，ザルトマン
（G. Zaltman）が「研究の質は，主にアイディアの質
に従うので，われわれはアイディアの質を高めなけれ
ばならない」と語ったことを紹介し，その後研究者
は，マーケティングの概念的な進歩よりも，方法論
的・実証的研究に力を注いできたと批判的見解を述べ
る。そこで，ＪＭ75周年の現在（2011年），斯界のバ
イタリティを示し理論的進歩を行う時期であると指摘
図1　統合的アプローチの引き金
統合的
アプローチ
２ マーケティングの
効率と効果に焦点
１ メディア利用パ
ターンの変化
３ 顧客取り組みに
よる企業価値
出所）Kumar［2015］図３による。
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する。しかしマキニスの論文は，概念的思考（力）に
必要な重要なスキルの議論を中心に終始している31）。
次いでヤーダブ（M. S. Yadav）は，マーケティン
グは多方面で継続的に発展してきているが，一方で理
論的論文が減少していることは学問の中心的部分の弱
体化を意味すると鋭く指摘する。そこで，これまでの
流れを覆すような，知的復活（intellectual renewal）
を目指した確固たる努力が必要であると考える32）。彼
は過去30年間（1978-2007年）に主要マーケティング
誌に発表された理論的論文を調べ，同期間にＪＭに登
場した234の理論的論文の本質的焦点と影響を識別
し，最も高頻度に引用されるいくつかのマーケティン
グ論文にみられる理論構築戦略を分析し，これらを踏
まえて「理論開発プロセス」をチャート化する（図２
参照）。これが理論的論文の多面的な役割を理解する
ための枠組みであり，マーケティング研究を活性化す
るのに貢献するとしている。
しかし，ヤーダブもマキニスと同様に理論開発の方
法論を議論もしくは提案しているに過ぎず，マーケ
ティング理論の中心部分を理論的発展に大きな寄与を
する論文と評価することはできない。
Ⅲ　2013年以降の米マーケティング論の現状
クマル（V. Kumar）の論文以降，アメリカ・マー
ケティング論の最新動向と現状を，2013年から2018年
第４号（July）までにＪＲに発表された論文を逐号ご
とに追跡をして明らかにしたい。取り上げる論文を選
択する基準は，マーケティングの理論的発展に貢献し
そうかどうか，経済社会との関係を論じているかどう
か，将来孵化しそうなアイディアを秘めているかどう
か，それと筆者が興味を惹かれるテーマであるかどう
かということにする。クマルの論文発表は2015年であ
るが，扱われているのは2013年までであるので，追跡
を開始するのは2013年からである。
（1）2013年から2015年までの追跡
まず，2013年の論文でクマル（V. Kumar）が取り
上げなかったなかで，ホンブルグら（C. Homburg et 
al.）のものから見ていこう33）。問題意識は，現在の商
慣行における企業の社会的責任（ＣＳＲ, Corporate 
Social Responsibility）と消費市場におけるＣＳＲの成
果に関する調査がかなり高い関連性をももっているに
もかかわらず，ＣＳＲが組織的ビジネスの関係性に及
ぼす影響の調査が不十分であるということにある。
そこで，ステークホルダー理論（stakeholder theo-
ry）において利益や成長性などの企業目的との達成度
との関係を特定するのに用いられる「手段的ステーク
ホルダー理論」に依拠し，供給業者のＣＳＲに対する
取り組み（engagement）が，組織的顧客の成果に及
ぼす影響の枠組みを開発し検証している。その結果，
業界横断的な関係性をもつ供給業者と顧客の200のサ
図2　理論開発のプロセス
問題／ドメインの定義
Problem/Domain Deﬁnition
仮設の改善
Improved Hypothesis
仮設の検定
Hypothesis Testing
初めのアイディア
Initial Ideas
発見の文脈
正当化の文脈
仮設の支持 or 解決されない課題
フィード
バック
理論開発の始まり
・アナロジーを利用する
・理論タイプを示す
・他の分析レベルに移る
・相互関係を利用する
理論の推定と向上
・主要理論のレビュと批判
・曖昧な確証に取り組むため
に理論的向上を図る
・残る課題を識別し，取組む
出所）Yadav［2010］図１（p.3）による。
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ンプル調査から，供給業者のＣＳＲ努力は，明確なメ
カニズムを通じて顧客忠実性での２つの面にポジティ
ブな効果を示していることを発見した。すなわち，商
慣行としてのＣＳＲは顧客の信頼を促進する一方で，
博愛的なＣＳＲは，顧客である企業との一体感（iden-
tification）を強化するのである。さらに彼らは，これ
らＣＳＲ活動に対する供給業者の現実の取り組みと顧
客の知覚を区別し，ＣＳＲの有効性を決定するＢ to 
Ｂの企業間関係における不確実性と依存性を反映する
主要な偶発的（contingency）要因を検討している。
ホンブルグら（C. Homburg et al.）は翌年も，Ｂ to 
Ｂに焦点を定め，「企業が間接的な顧客（顧客の顧客）
に対するＢ to Ｂマーケティング」の論文を発表して
いる34）。そこでは，Ｂ to Ｂ企業の価値連鎖における
パワーの集中と製品の価値貢献が業績拡大に大きな役
割を果たすが，組織上の構造とプロセスの内部的専門
性が寄与すると結論づけられている。
これまでマーケティング研究はＢ to Ｃマーケティ
ングが中心であったが，ホンブルグらは，これまで軽
視されてきていてなおかつ研究価値のある関係性マー
ケティングや高度な組織的専門性などの概念を用いて
成果を出し，Ｂ to Ｂマーケティングの新しい可能性
を開くものと期待される。
次いでチャクラヴァルティら（A. Chakravarty et. 
al.）は，プラットフォーム企業の顧客志向に関する興
味深い論文を上梓している35）。すなわち，買手と売手
は，インターネットによる企業間プラットフォームで
取引するが，両者共に仲介するプラットフォーム企業
の顧客である。従って，伝統的な顧客志向の理論で暗
黙の了解であった二者関係は，「売手 - プラット
フォーム - 買手」というプラットフォームが介在する
三者関係システムに修正されなければならないと考え
る。プラットフォーム企業の顧客志向は，全体の顧客
志向（買手と売手に対する顧客志向の合計），および
顧客志向の非対称（買手側より売り手に比重を置く顧
客志向）から構成されると言う仮説を提示し，109の
Ｂ to Ｂプラットフォーム企業のデータを集めて実証
研究を行っている。日本の楽天，中国のアリババ，韓
国の「Ｇ-MARKET」などのインターネット・ショッ
ピングのプラットフォーム企業に焦点を当てた研究な
どで今後の広がりが期待できる。
2014年にはチャラガラら（G . Challagalla et al .）
は，新しいマーケティング理念の論文を発表してい
る36）。筆者らは，数は少ないがリーダー的企業が採用
し始めた新しいマーケティング理念である「マーケ
ティング主義」（marketing doctrine）を紹介し検討し
ている。マーケティング主義とは，その企業が過去の
経験から導き出された特有の原則を意味し，市場で直
面する選択について企業全体の手引きになるものであ
る。従ってマーケティング主義は，その企業に共通し
た意思決定の方法論となる。重要なことは，マーケ
ティング主義は企業が一貫性をとるのかそれとも柔軟
性で行くのかと言う古典的難題に，どう取り組んだら
いいのかと言うことに役立つと考える。なぜならマー
ケティング主義は，すべての意思決定者に高度な手引
きを提供して一貫性を保証するだけでなく，実行の詳
細については指定しないことで現場の柔軟性を受けい
れるからである。この論文では，いくつかの産業にま
たがる35人の経営者を発展志向の理論的アプローチで
調査し，どのような企業がマーケティング主義を構築
しているかを明らかにして概念モデルを開発してい
る。
蓋しマーケティング主義は，新しいマーケティング
理念というよりは，経営者の意思決定の方法論という
か手引きともいうべきものである。それより問題なの
は何故，彼らはマーケティング理念ではなくマーケ
ティング主義という新たな概念を持ち出す必要がある
のだろうか。
またトレイシーら（P. Tracey et al.）は，「地域ク
ラスター（regional cluster）」の概念を用いて新製品
の結果について調査している。これまでの関係性マー
ケティング，クラスター，および社会的なネットワー
クについてのレビュに基づいて，全体のクラスター構
成（configuration）が，その構成員間の特定のガバナ
ンスを促進するのに役立っていると考える。これら構
成員の慣行は明らかに価値を形成する特質をもってい
るので，それらがクラスター内の具体的な新製品開発
プロジェクトに利用される場合には，製品の斬新性を
高めたり，市場化するスピードを速めたりするような
効果を発揮する。最終的にはこうした効果はクラス
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ター構成自身によって補強される。一般的に，筆者ら
は新製品の結果はクラスターのマクロレベルの構成と
ミクロレベルのガバナンス・プロセスの間の複雑な相
互作用に起因していると考える。この枠組みは，広義
には地理的変数の重要性およびマーケティング意思決
定の「場」の役割を指摘するものであるとしてい
る37）。
「場」の役割のアイディアは，グローバル・マーケ
ティングの現地化に役立つし，「埋め込み」の概念と
密接に関連していると思われる。ヘス（M. Hess）に
よれば，「埋め込み」（embeddedness）とは，そもそ
も経済的および非経済的主体（組織と個人）間の社会
的関係性（social relationship）であり，経済行為は
「社会的」（societal）構造に基づいており，多様な複
雑な意味内容をもつが，「社会的」ネットワーク・テ
リトリーの埋め込みの次元が抽出できるとしてい
る38）。「場」と「埋め込み」の概念のどちらの方が，
マーケティング論の理論化に役立つのであろうか。
さらに，フイファンら（Hui Feng et al.）は，クマ
ル（V. Kumar）がＪＭで史的分析を行った2015年，
マーケティング部門のパワーの強弱と企業の業績を分
析した論文を発表している39）。彼らは図３の概念モデ
ルを数式化，それぞれの構成要素を操作変数化し，実
際の企業データを用い相関分析を行っている。1993年
から2008年にわたる業種横断的に612の上場企業をサ
ンプルにして検証したところ，営業部門のパワーが増
したこと，その結果短期的ＲＯＡ（総資産利益率）と
長期的総株主リターンを高めていることなどを明らか
にしている。
マーケティング部門のパワーが増せば，好業績に結
び付くという検証結果は，マーケティング研究者にと
り心強い限りだが，残念ながら日本企業ではマーケ
ティング部門の権限は必ずしも大きいとは言えない。
都留 康は，「日本では，製品企画担当者がマーケティ
ング機能を担っている。マーケティング専門の人材で
はなく，技術志向が強い人材がマーケティング機能を
担っていることは大きな課題である」と述べてい
る40）。たとえば喜多村 円・ＴＯＴＯ社長は，「顧客の
ためにデザイン部門がいいデザインを描いたとして
も，それが複雑な場合作り通す技術がなければならな
い…技術を磨けばデザインの自由度が増す」と技術優
位の経営を語っている41）。
（2）CSR とソーシャル・メディアがマーケティング
に及ぼす影響─2016年と2017年
2016年のＪＭ（Journal of Marketing）から見てみ
よう。ミシュラら（S. Mishra et al.）は，「企業の社
会的責任と株主利益─マーケティング・ケイパビリ
ティの役割」という論文を発表している42）。ＣＳＲは
社会的意義があるにもかかわらず，企業の株主に還元
されるのかどうかについての議論があまり行われてい
ないことに着目する。この研究では，マーケティング
が全体として持つ組織的な能力である「マーケティン
グ・ケイパビリティ」は，ＣＳＲと株主利益との関係
に補足的な役割を果たすことが仮定される。さらに，
企業のステークホルダー（消費者，従業員，チャンネ
図3　フイファンらの概念モデル
魅力的な
資源
機能相互
の調整
企業レベルのマーケ
ティング・ケイパビリティ
企業の業績
マーケティング
部門のパワー
トップの注目と戦略的
意思決定の影響
注）黒矢印の関係を検証，白矢印は未検証。
出所）Hui Feng et al. ［2015］ p. 3，図１による。
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ルパートナー，規制担当者）に対して，マーケティン
グ・ケイパビリティの影響が，どのようなタイプのＣ
ＳＲが大きなベネフィットを生み出すかが証明可能と
考える。そこで2000年から2009年にわたる1,725の二
次的企業にデータをサンプルに用いて分析した結果，
全体的なＣＳＲに対する努力は，株式収益率や予期で
きないリスクにはそれ自体有意ではないが，マーケ
ティング・ケイパビリティがあれば有意にすることが
できると結論づけている。
これまでＣＳＲは企業経営にとって負担となるとい
う考え方が強かったが，これに対してポーター（M. 
E. Porter）は，ＣＳＲはビジネスチャンスとし，「環
境問題についてはより厳しい規制がかかるほど，企業
は競争力を高めてきた。社会貢献をする企業の経済性
は下がるとされていたが，それはトレードオフではな
く，社会的問題には経済性があることも分かってき
た。社会的問題を経営戦略に取り込み，同時に解決で
きるビジネスを構築する。こうした「価値の共有」と
いう考えをもつ会社が最終的には競争力を獲得するだ
ろう」と述べている43）。ミシュラらもこうした見解に
沿う研究と言える。
同じ号でクマルら（A. Kumar et al.）は，「ソーシャ
ル・メディアへの確かなコンテンツ創出（firm-gener-
ated content, ＦＧＣ）が顧客行動に及ぼす影響」とい
う論文で，ソーシャル・メディアがかつてないほどに
普及し，企業はマーケティング・コミュニケーショ
ン・チャネルとしての利用度が高まっている。この研
究の目的は，ソーシャル・メディアにおけるＦＧＣ
が，３つの重要な顧客測定基準（消費，クロス購買，
顧客収益性）に及ぼす影響を調査分析している44）。
ソーシャル・メディアの活用により，マーケティン
グの実態が大きく変容しているが，クマルらの論文は
そうした変容のひとつの側面に着目している。
またチャンら（J. Z. Zhang et al.）は，「ダイナミッ
クなリレーションシップ・マーケティング」を投稿，
そのなかで売手と買手の関係性は経時的に変化するこ
とに注目し，Ｂ to Ｂの関係性を改善する，最も効果
的なリレーションシップ・マーケティング戦略を「隠
れ多変量マルコフモデル（hidden multivariate Mark-
ov model）」を用いて識別した。そこではフォーチュ
ン500社が維持している552のＢ to Ｂの関係性につい
ての６年間にわたる詳細なデータを用いて検証してい
る45）。
マーケティング論では，Ｂ to Ｂマーケティングが
主役でＢ to Ｂマーケティングはわき役であったが，
電子商商取引の急速な普及でわき役が研究テーマとし
て魅力度を増している。その結果，かつて注目され
た，モルガンとハント（R . M . Morgan and S . D . 
Hunt）が提示した関係性マーケティング概念の再評
価が必要になるであろう46）。
さらにムアマンら（C. Moorman et al.）は，「マー
ケティング・エクスセレンスの組織化 - マーケティン
グでどう競争優位を組織化するのか」というテーマ
で，マーケティング組織（ＭＡＲＫＯＲＧ）の４つの
要素（ケイパビリティ，構造・メトリックス・動機づ
けなどのコンフィギュレーション，リーダーシップや
才能などの人的資本，企業文化）に着目し，これらが
ブランド価値や企業業績の向上などのマーケティン
グ・エクスセレンスに最も大きな役割を果たすと考
え，マーケティング戦略のプロセスで行われるマーケ
ティング活動を媒介変数に分析を行っている。ムアマ
ンらの方法は，1990年～2015年間のＪＭとＪＭＲ，お
よび Marketing Science などの学術誌に掲載された戦
略的マネジメントその他のマーケティングに関連する
文献のレビュに基づいたもので，ＭＡＲＫＯＲＧ組織
に関する学術研究の現状を明らかにし，今後の研究方
向を示している。
この論文で，「マーケティング・エクセレンスと
は，顧客志向の活動を実行する優れた能力を意味し，
顧客，財務，株式市場，社会に関する成果を改善する
ものである。マーケティング組織はマーケティング・
エクセレンスを達成するために基本的な役割を果た
す」と説明するが47），この定義ではマーケティング・
エクセレンスそのものの意味が不明確である。その他
いくつかの専門用語に定義の曖昧さに対する不満は残
るが，ケイパビリティや組織コンフィギュレーション
など流行りの用語を用いて，概念モデル構築をしたこ
とに意義があると言えよう。
2017年では次の３つの論文を取り上げたい。第１
は，劉ら（Y. Liu et al.）の「デザイン（aesthetic de-
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sign）の需要とマーケティング・ミックスに及ぼす影
響」に関するものである。製品の物的外観は定量化し
づらく，その需要に及ぼす影響について，今までほと
んど市場データを用いた研究は行われてこなかったこ
とに注目する。筆者らは，製品のデザインを測定する
ために，最近開発されたモーフィング・テクニック
（画像連続変化技法）を採用し，その消費者選択への
効果を調査する。分類理論（categorization theory）
を用いて，デザインのひな型によるセグメント化（Ｓ
Ｐ），ブランド一貫性（ＢＣ），セグメント横断的模倣
（ＣＳＭ）の３次元の効果，および統合された枠組み
のマーケティング・ミックスの有効性に対する効果を
検討している。データは，アメリカにおいて2003年か
ら2010年までに販売された33ブランド，202乗用車モ
デルに関する大量情報である。その結果，消費者の選
択はＳＰとＢＣは適度なレベルでピークを迎え，必需
性の高い商品は奢侈品のＣＳＭから利益を得ているこ
とを発見する。さらに，ＳＰは価格感応性を高め，Ｂ
Ｃは，広告有効性を高める一方で価格感応性を緩和す
る。これらシミュレーション研究（what-if studies）
は，どのようにマネジャーがデザインの選択肢を評価
するために実証モデルを利用するかを説明してい
る48）。
デザイン・マーケティングは製品差別化の重要な手
段になっている。これは製品差別化の対象としてのデ
ザイン研究と言うよりは，自動車業界におけるブラン
ド視点のマーケティング戦略論に貢献するものといえ
る。
第２は，コズレンコワら（I. V. Kozlenkova et al.）
の論文「オンラインによる関係性の形成」である49）。
オンライン・ショッピングは最初の取引からより関係
的に展開するので，売手はオンラインの関係性形成を
目指す。そこでこの論文ではオンラインによる関係性
構築を調査し，一方向や双方向など種々なタイプのオ
ンライン関係性形成に起因する費用対効果を識別し，
最も効果的な関係性構築戦略を検証している。
第３に，チャンら（Y. Zhang et al.）は，「オンライ
ン・ショッピングとソーシャル・メディアは敵か味方
か」という論文の中で，オンライン・ショッピングと
ソーシャル・ネットワークの関係を明らかにするため
に，１年以上にわたる人々の買い物とソーシャル・
ネットワークのブラウジング，およびオンライン・
ショッピング活動に関する特別な消費者パネルを用い
て調査分析を行っている。両者には短期的にマイナス
の関係がみられるものの，ソーシャル・ネットワーク
の利用が蓄積されればされるほどショッピング活動を
活発にしていることを発見している50）。敵か味方かと
いう挑戦的な問いかけをしているのに比して，当然過
ぎる結論といえる。
これらはともに，最も現代的なテーマのひとつであ
るオンライン・ショッピングを取り扱っているが，ま
だまだ問題意識が部分的である。これからもこうした
論考は増え，マーケティング論の本質に迫る議論が活
発化することが望まれる。
（3）現在の論考─2018年
ここでは，今年現在の時点（2018年８月）で，ＪＭ
は第５号（September）まで出版されているので，そ
の中からいくつか紹介しよう。
アレンら（B. J. Allen et al.）は，現在ポピュラーに
なりつつあるオープン・イノベーションの慣行のひと
つである「デザイン・クラウドソーシング」を扱って
いる51）。企業は，「クラウド」から新製品開発の機能
的デザイン・ソルーションとして，外部のインプット
を探索することを前提にする。マネジャーがクラウド
ソース・デザインを行う条件を調査し，どのような決
定が売上増加に貢献するのかどうかを見極める。実証
的分析は，幹部インタビューから得られた定性的なイ
ンサイトによって行われた。筆者らは，クラウドソー
シングのパイオニア企業の画期的なデータセットを使
い，知覚される有用性，信頼性，技術上の複雑さの３
つのコンセプト・デザインの特徴が，クラウド・デザ
インを決定することと関連していることを見いだす。
さらに，操作変数法を用いて分析し，デザイン・クラ
ウドソーシングが売上げ数量とプラスの関係にあり，
この効果は初めの製品コンセプトのアイディアの質に
左右されるということを発見している。
アレンらは，劉ら（Y. Liu et al.）のデザインに関す
る論文と比較すると広がりがあり，相対的にいくつか
興味深い結論を得ている。たとえば，デザイン・クラ
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ウドソーシングの有効性は製品コンセプトの質に左右
されるということであるが，そうすると新製品開発プ
ロセスにおける製品コンセプト（product concept）
の確立に関するさらなる研究が望まれる。製品コンセ
プトは，開発段階で絞り込まれた製品アイディアが商
品化された場合に，消費者にどのような便益を与える
のかを表現したもので，製品アイディアはいくつかの
製品コンセプトに変換されるが，それらはコンジョイ
ント分析などで比較検討され絞り込まれる。消費者は
製品アイディアではなくコンセプトが想定する便益を
購入するのである52）。優れた製品コンセプトを提案す
ることは，新製品の成功の大きなカギを握るばかりで
はなく，新たなライフスタイルの提案に繋がれば，
マーケティング戦略全体にかかわることになる。
次いでグレイワルら（R. Grewal et al.）は，多国籍
企業（ＭＮＣ, Multinational Corporation）は世界的に
製品を販売するために，多様かつ複雑なマーケティン
グ・チャネルを採用するようになっていることに焦点
を当てる。彼らは，複雑な市場環境だけでなく，本
部，海外子会社，現地パートナーから多様な要求に対
応しながらチャネル管理に奮闘している。しかしＭＮ
Ｃのマーケティング・チャネルの研究が少ないことを
考慮して，筆者らはＭＮＣチャネル管理を分析するた
めの体系的枠組みを提示する。経済的，社会的な要素
が統合するメタ理論として政治経済学の考え方を用
い，ＭＮＣの「マーケティング・チャネルの構造とプ
ロセス」と「マーケティング・チャネルの成果」の２
つの決定因子が含まれる検証可能な枠組みを提案す
る。これをもとに，関係性を検証する研究計画を立
て，新たな構成要素を取入れ精緻化し，新しいコンテ
クストを説明している53）。筆者らが述べているよう
に，グローバル・マーケティングに比して，多国籍企
業のマーケティングの論考はあまりみかけないので，
その点では稀少性がある。
さらにマーケティング論の史的分析を行ったクマル
（V. Kumar）はごく最近，トランスフォーマティブ・
マーケティング（transformative marketing）と言う
概念を提示し，議論を展開している。トランスフォー
マティブ・マーケティングとは，ＡＭＡの定義に基づ
いて，「企業のマーケティング活動，理念，メトリク
ス，戦略，プログラムの集合であり，市場の変化や将
来のトレンドに呼応して，競争上優れた価値提供物に
より顧客に新たな提案をするもので，それと引き換え
に企業は利潤を，すべての利害関係者はベネフィット
を得る」と定義している54）。なお，マーケティング・
メトリクスとは，マーケティング担当者が行動を決定
する際に依拠する数量化された判断指標のことを言
う55）。
トランスフォーマティブ・マーケティングは，変化
力のあるマーケティング，変化させるマーケティン
グ，あるいはしなやかに変化するマーケティングなど
の訳語が考えられるが，いずれにしてもこれは，マー
ケティングの定義や実体というよりは変化するマーケ
ティングの実態の把握の仕方に力点をおいた概念と言
える56）。
最新の2018年第５号（September）では，ハーン
（E. de Haan）らの論文「オンライン購入におけるデ
バイス・スイッチング─戦略的コンティンジェンシー
の検討」を簡単に紹介しよう。ここでは，製品の分野
ごとにデバイス・スイッチングとウエッブサイトの訪
問者のうちで商取引に至った割合「顧客転換率」
（conversion rate）との関係について仮説を立て，大
規模オンライン小売商におけるウエッブサイト訪問者
のブラウジング軌跡であるクリックストリーム・デー
タを用いて検証している。その結果，スマートフォン
のようなモバイル・デバイスからデスクトップのよう
な移動性の低いデバイスへのスイッチが行われれば，
顧客転換率はかなり増加し，この効果は知覚リスクが
大きい製品分野で，価格が高いほど顕著になることを
発見している57）。
同号には，キュブラーら（R, Kübler et al.）が，「ア
プリの人気について─世界のどこの消費者が価格と
ユーザーの評価に最も感応的か」を発表している。ス
マートフォンのアプリについて，ユーザーの評価と価
格は業績に大きな影響を及ぼすが，文化的，経済的，
制度的に異なる国によってその重要度は違うことに着
目し，国民文化および組織文化の研究者であるオラン
ダのホフステーデ（G . Hofstede）の枠組みを用い
て，ダイナミック・パネルモデルで60カ国を推定した
ところ，次のような知見が得られた。すなわち，男ら
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しさと不確実性回避の傾向（将来の不確実さを嫌う程
度）が高まるほど価格感応的である。また，サイトに
おける評価点（ratings valence sensitivity）は，個人
主義や不確実性回避の傾向が強い国ほど高得点にな
り，一方，評価数の多寡（volume sensitivity）は，パ
ワー・ディスタンス（上下関係の感覚）と不確実性回
避の傾向が大きいほど，ゆたかさが増すほど，所得の
平準化が進む国ほどに高くなる58）。
最新号のこれら２つの電子商取引に関する論考は，
切り口が鋭く興味深い現代的研究であることは間違い
ないが，表題にも論述にもマーケティングという用語
が出てこないことからも解るように，研究テーマは専
門的・分散的であり，現代マーケティング概念の変容
と言う問題意識は非常に希薄化である。
（4）小　括
史的分析を行ったクマル（V. Kumar）の2015年の
論文以降，現在までのマーケティング論の動向をＪＭ
のいくつかの論文でみると，「核心としてのマーケ
ティングとニューメディアの影響」の時代は続いてい
ると思われる。フイファンら（Hui Feng et al.）の分
析は，組織統合部門としてのマーケティングがパワー
を増やせば企業の好業績に結び付くことを明らかにし
ている。また，テーマの誘因としてのメディア利用パ
ターンの変化，マーケティングの効率と効果に焦点，
企業の利害関係者によって生み出される企業価値に関
しても，基本的には流れを受け継いでいると考えられ
る。そして経営活動としての学問の確立のために，実
証研究や計量的分析が活発になり，実証技法はさらに
高度化している。しかし，クマルの分析とは異なるい
くつかの特徴が現れるようになっている。
第１に，ウイルキー（W. L. Wilkie）がマーケティ
ング論の史的展開の分析で縦糸のひとつであったマー
ケティングと社会の関係が，近年，ＣＳＲの問題とし
てクローズアップされるようになった。重要なのは，
事業利益と社会利益が相反する場合は後者を優先しな
図4　伝統的Ｂ to Ｂ取引とプラットフォームによる取引
相対取引 相対取引
中間業者
（ディーラー）
最終顧客
付加価値と販売
相対取引 相対取引
プラットフォーム
の顧客
（売手側市場）
プラットフォーム
（Ariba など）
プラットフォーム
の顧客
（買手側市場）
製品やソルー
ションの売買
直接的な
関係と取引
直接的な関係や
取引は行わない
プラットフォーム
の会員と相互作用。
現物フローはない。
プラットフォーム
の会員と相互作用。
現物フローはない。
最終商品／追加
機器／スペア部
品の供給
製造企業
（フォードなど）
出所）Chakravarty et al.［2014］図１から作成。
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ければならないといったこれまでのソーシャル・マー
ケティングとは違うことである。ＣＳＲは，企業イ
メージを高め，取引先との関係性を強化し，株主利益
を高めるマーケティング戦略としてプラス思考で取り
上げられるようになった。
日本でも，大手住宅メーカーの積水ハウスでは，早
くから環境問題に取り組んでいる。同社の中興の祖と
言われる和田勇・前会長はシドニーの再開発事業「セ
ントラルパーク」を成功させ，海外進出に弾みをつけ
ているが，「オーストラリアの住宅分譲地は，山の木
を伐採してまっ平らな土地にしてしまい，あとから植
林をしていた。しかし，木を切ると野鳥や昆虫がいな
くなる。だから私たちは，自生した木をそのまま残
し，元の起伏を残した宅地を設計した」と語ってい
る59）。環境へ貢献するマーケティングが現地で評価さ
れ，「積水ハウス」のブランド・エクイティを高めた
のである。
第２に，デザイン・マーケティングの論考がいくつ
か見られるようになった。デザイン・マーケティング
が重要になった背景として，競争が激化するなかで企
業を創造性溢れる組織につくりかえる理念としての
「デザイン思考」（design thinking）がクローズアップ
されたこと，コモディティ化が進み競争商品間での機
能や品質・性能で格差が少なくなったこと，および消
費欲求の高級化・個性化が進み審美的要求度が高まっ
たことなどがあげられる60）。デザイン・マーケティン
グをどう扱うのか。ここで取り上げた研究は，自動車
分野に焦点を当てた戦略論とクラウド・デザインソー
シングを扱った研究分析であるが，理論的体系化はこ
れからである。
第３に，電子商取引に関する研究は格段に増加して
きていて，いくつか興味深い視点からの論文が見られ
るようになった。紹介したチャクラヴァルティら（A. 
Chakravarty et al.）の論文は，自動車，金属・機械，
化学，石油，エレクトロニクスなどのＢ to Ｂ市場の
プラットフォーム企業に関する分析であるが，示唆に
富んだ内容を含んでいる。図４は，Ｂ to Ｂ取引の伝
統的方式とプラットフォームによってどのような変化
が起こっているかを示しているが，プラットフォーム
はこうした交換型ばかりではなく，コンテンツ・プ
ラットフォームや開発プラットフォームなどのメー
カー型を含めて種々なタイプが展開している61）。
プラットフォーム・ビジネスの優位性について，モ
ザトとジョンソン（A. Moazed and N. L. Johnson）
は，「プラットフォームとは消費者とモノ・サービ
ス・コンテンツのプロデューサーを結び付けて，モ
ノ・サービス・情報の交換を可能にするもの」で，
「現代のインターネットは，ほぼ完全にプラット
フォームに支配されている。…プラットフォーム・ビ
ジネスの優位はアメリカに限ったことではない。むし
ろ発展途上国の方が目覚ましい役割を果たしている」
と述べている62）。
おわりに─マーケティング論の課題と今後の方向
マーケティング論はアメリカで経済学のなかから登
場し，長く華やかな歴史を辿ってきた。本論文では，
その展開をウイルキー（W. L. Wilkie）／ムーア（E. 
S. Moore）とクマル（V. Kumar）などの文献レビュ
を中心に紹介し，20世紀以前から最近に至るマーケ
ティング論の変遷を追跡した。それに加えて，最新の
動向を補足するために､ 2013年から2018年までの最新
動向をやや詳細に取り上げてコメントを加えた。総じ
て言及できることは，マーケティング論は，社会的・
経済的変化やＩＴインフラの急速な高度化などを背景
に，研究の専門化・分散化の時代に入り，特に2010年
になりそうした傾向にますます拍車がかかっている。
こうしたマーケティング研究のピースミール化が進捗
したことによって，マーケティングの中心部分は経済
学と経営学に侵食され続けている。
一部で理論的研究の必要性は指摘されているが，
マーケティング論の体系化は相変わらず置き去りにさ
れたままである。そうしたなかでクマル（V. Kumar）
は，変化力のあるマーケティングという意味で「トラ
ンスフォーマティブ・マーケティング」の概念を提案
している。しかしこれは概念と言うよりも企業がとる
べきアプローチであり，マーケティング学会に対する
提言も「来るべき今後の世代に向けて，知識ベースを
拡大すべく，変化の方向を注意深く研究し，記録し，
方向づける責任がある」と結論づけるにとどまってい
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る63）。すなわちそこでは，変化を強調するだけで，全
体を俯瞰する議論や今後の新たな研究課題などはほと
んど示されていない。
それでは，現在マーケティング論が直面する課題は
何か，そして今後の研究方向はどうすべきなのかとい
う規範的見解を述べて，「おわりに」としたい。
第１に，現在マーケティング論は，学問としてのレ
ゾンデートルが問われている。いかに「マーケティン
グ論」（marketing theory）から「マーケティング学」
（marketing science）へ方向転換し，深化させるかと
言うことが大きな課題である。「論」と「学」の異同
についてはいくつか見解があるが，「論」は個別の理
論であり，「学」はそうした個別の「理論に基づいて
体系化された知識と方法の総称」（広辞苑）だとすれ
ば，仮説検証や「反証可能性」を重視し，専門化・分
散化に邁進するマーケティング論の現状は，独立した
研究領域として存亡の危機に瀕している。今こそマー
ケティング論の体系化が求められているのである。た
だし，社会科学の体系化は漸進的な歩みであることを
忘れてはならない。社会科学では，数多くの個別の経
済理論に基づく経済学を初めとして，ひとつの学問と
して完成された体系と言うものは存在せず，絶えず新
たな仮設の開発と検証のプロセスによる理論構築と学
問としての体系化の努力により精緻化しなければなら
ない。
マーケティング論が個別化・分散化した背景として
は，マーケティング学者には経済学からの独立志向の
精神が強かったこと，ポーター（M. Porter）の登場
以来，戦略論の舞台がマーケティング論から経営学へ
漸次移行したこと，および仮説検証タイプは相対的に
研究成果の達成の容易なことなどが考えられるが，筆
者は，マーケティング論体系化の第１歩は，マーケ
ティングの定義，実体，実態，理念を検討し，マーケ
ティングの概念を確定することであると考えてい
る64）。そうすれば個別のマーケティング理論の関係性
を明らかにすることができるであろう。
第２の課題は，マーケティング論と商業学（com-
merce science）との関係をどうするのかと言うこと
である。現在のように放置された状態にしておくこと
はできない。その理由は流通論も商業学に含まれると
考えれば，日本には商業学において今まで多くの優れ
た研究成果が蓄積されてきているからである。たとえ
ば，次のような業績を挙げることができる。
◇田村正紀［1971］『マーケティング行動体系論』
◇田村正紀［1986］『日本型流通システム』
◇矢作敏行［1994］『コンビニエンス・ストア・シ
ステムの革新性』
◇鈴木安昭［2001］『日本の商業問題』
◇矢作敏行［2007］『小売国際化プロセス─理論と
ケースで考える』
こうした商業学の研究をマーケティング論ではどう
位置づけるのか。現在のアメリカのマーケティング論
の延長線上では体系化は困難であり，かつてマーケ
ティングが誕生した経済学におけるマクロとミクロの
アナログ
マーケティング
デジタル
マーケティング
マーケティング戦略の変化
①オープンイノベーションによる製品開発
②きめ細かい複数価格政策
③ソーシャル・メディアによるプロモーション
④オムニチャネル化／ロジスティクスの高度化
図5　ＩＴインフラの高度化とソーシャル・メディアの急速な普及
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関係で，果たして捉えなおすことは可能なのかどうか
も検討を要する。
岩井克人は，商業の「普遍性」について，「私が導
いた資本主義論はまさに商業に資本主義の大本を見出
す。その原型は遠隔地交易。インドで仕入れた１ポン
ドの胡椒を，ヴェニスにおいて10ポンドで売る。価格
の違い＝「差異性」が利潤を生みだす。そして工業中
心の産業資本主義でも情報中心のポスト産業資本主義
でも，「差異性」が利潤を生みだすという原理は変わ
らない」と述べている65）。同様にマーケティングの普
遍性も商業にあると考えられる。一方では，「狭義に
おける商業は配給（marketing）である。配給とは物
資を生産者から消費者まで移動させる経済活動」であ
る。広義の商業は伝統的概念であり，理論的に解明で
きないという伝統的見解もある66）。
第３は，ＩＴインフラの高度化とソーシャル・メ
ディアの急速な普及，ＳＤＬ（サービス　ドミナント　
ロジック）や価値共創などの新たに登場してきた概念
をマーケティング論ではどのように扱うのかという問
題である。ＩＴインフラの高度化とソーシャル・メ
ディアが普及すれば，図５に示されるように，オープ
ン・イノベーションによる製品開発の活発化，きめ細
かい複数価格政策の実施，ソーシャル・メディアを用
いたプロモーション・ミックス，オムニチャネル化の
進捗やロジスティクスの精緻化などマーケティング戦
略が変化する。
これらのうちオムニチャネル・マーケティングは，
基本的部分でマーケティングを変容させる可能性を秘
めている。ソーシャルメディア・マーケティングにつ
いては「インターネットやソーシャル・メディアの活
用に焦点を当て，顧客を知り，顧客に伝え，顧客と繋
がり，顧客とともに価値を創りだすことを目指す一連
のプロセス」と言う定義が提案されているが67），その
概念化はまだこれからである。それとともにマーケ
ティング戦略の全体としての変容が，マーケティング
概念にどのような影響を及ぼすのであろうか。
また，サービス・マーケティングではマーケティン
グの概念の明確化が必要となる。近藤はヴァーゴ（S. 
L . Vargo）の見解を踏まえ，「ＳＤＬは理論ではな
く，ロジック，アプローチ，レンズであって，理論の
基礎として使われるべき発想である。つまり個々の具
体的事象の因果関係を解説する理論ではなく，関連事
象を統一的に説明する理論的フレームワークである」
と述べている68）。ＳＤＬのフレームワークによりマー
ケティングはどのように理論化されるのであろうか。
さらに価値共創（value co-creation）に関しては，
企業と消費者の関係は様々であるが，両者を対等関係
に扱うことには無理がある。もちろんケースバイケー
ス，たとえば，家具業界でみるとカッシーナからニト
リやＩＫＥＡまで両者の位置づけは異なるが，マーケ
ティングにおいて新しいライフスタイルを提案するの
は基本的に売り手である。
顧客志向のマーケティングは，いかなる環境変化が
起ころうと「現在のライフスタイルを支え，消費者に
新しい生活の理想図を提案し届ける」ことである。
（本論文は，2018年６月，専修大学で開催された日
本商業学会 関東部会における発表を加筆訂正して原
稿にしたものである。）
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